
JP 4381989 B2 2009.12.9

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原料を熱処理するための２重炎加熱処理炉において、
　天井および基部と、
　前記原料が、熱放射加熱室内のチューブ内の経路を前後に通ることができるようにする
ための熱放射交換チューブから成る連続コイルが存在する熱放射加熱室と、
　前記熱放射交換チューブから成る前記コイルの前記熱放射交換チューブを支持していて
、上部ベアリング手段および下部ベアリング手段を含む主支持手段と、
　前記主支持手段の前記上部ベアリング手段が結合されている、前記天井に固定された上
部案内手段と、
　前記主支持手段の前記下部ベアリング手段が結合されている、前記基部に固定された下
部支持手段とを含み、
　前記上部ベアリング手段および前記下部ベアリング手段が前記上部案内手段および前記
下部支持手段に、それぞれ結合された前記結合された部分は、前記天井に過度の応力を伝
えずに、前記主支持手段（４）の熱膨張が許容されるようになっている２重炎加熱処理炉
。
【請求項２】
　前記主支持手段の前記下部ベアリング手段が、それが接続している前記下部支持手段に
対して枢動することができる請求項１に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項３】
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　前記主支持手段の前記上部ベアリング手段が、それが結合されている前記上部案内手段
に対して枢動できる請求項２に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項４】
　前記主支持手段の前記上部ベアリング手段は、それが結合されている前記上部案内手段
に対してほぼ垂直方向に可動である請求項３に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項５】
　前記上部ベアリング手段の下部に形成されたほぼ垂直方向に指向する細長い穴（２７）
の使用により、前記上部ベアリング手段が、前記上部案内手段（８）に対して動くことが
できる請求項４に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項６】
　前記細長い穴が、前記上部案内手段の一部を形成していて、前記上部ベアリング手段が
、前記主支持手段の上部ハウジング内に配置されている上部結合部材をさらに含み、前記
上部結合部材が、その内部でほぼ垂直方向に移動できる前記細長い穴内に挿入されている
請求項５に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項７】
　前記下部支持手段がハウジングを含み、前記下部ベアリング手段が、前記主支持手段の
下部ハウジング内に配置されている下部結合部材をさらに備え、前記下部結合部材が前記
ハウジング内に挿入されて、前記主支持手段が前記下部支持手段に対して枢動できる請求
項６に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項８】
　その縦軸に沿った前記結合部材の縦方向の動きを防ぐために、前記結合部材の両端部に
設けた継ぎ手と固定リングとをさらに含む請求項７に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項９】
　前記主支持手段が、ほぼ垂直方向に加わる圧縮による腰折れに対して前記主支持手段を
強化するための側面補強手段を含む請求項８に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項１０】
　前記主支持手段が、熱放射交換チューブの前記コイルの前記熱放射交換チューブを支持
するための複数の穴を含む請求項９に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項１１】
　複数の主支持手段、下部支持手段および上部案内手段が、前記熱放射加熱室内の前記熱
放射交換チューブを支持するために配設されている請求項１０に記載された２重炎加熱処
理炉。
【請求項１２】
　加熱される前記原料が流れることができる多数の対流交換チューブが配置されている対
流室をさらに含み、前記対流交換チューブが、対流交換チューブの連続しているコイルを
形成するために、前記対流室の側壁構造体に固定されている中間ベアリング上に位置して
おり、前記原料が、前記対流室内の連続経路を前後に流れることができる請求項１１に記
載された２重炎加熱処理炉。
【請求項１３】
　対流交換チューブの前記コイルの下端部を熱放射交換チューブの前記コイルの上端部に
相互に接続するための可撓性パイプ部片と、
　対流交換チューブの前記コイルの第１の対流交換チューブの端部が接続された入力ノズ
ルと、
　熱放射交換チューブの前記コイルの最後の熱放射交換チューブが接続された出力ノズル
とをさらに含む請求項１２に記載された２重炎加熱処理炉。
【請求項１４】
　原料を熱処理するための処理炉の内部でチューブを担持するための支柱において、
　複数のチューブを支持するために縦方向に延びる支持部材と、
　前記支持部材の上端部のところに位置する上部ハウジング内に配置されていて、上部案
内手段に結合するための上部結合部材と、
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　前記支持部材の下端部のところに位置する下部ハウジング内に配置されていて、下部支
持手段に結合するための下部結合部材と、
　前記下部支持手段が前記支持部材に対して枢動できるように、前記下部結合部材が挿入
されるハウジングを有する下部支持手段とを含む、チューブを担持するための支柱。
【請求項１５】
　前記上部案内手段が前記主支持手段に対して枢動できるように、前記上部結合部材が挿
入される細長い穴を有する上部案内手段をさらに含む請求項１４に記載されたチューブを
担持するための支柱。
【請求項１６】
　側面補強手段をさらに含む請求項１４に記載されたチューブを担持するための支柱。
【請求項１７】
　原料を熱処理するための２重炎加熱処理炉を含むコークス製造装置において、
　前記２重炎加熱処理炉が、
　天井および基部と、
　前記原料が、熱放射加熱室内のチューブ内の経路を前後に通ることができるようにする
ための熱放射交換チューブから成る連続コイルが存在する熱放射加熱室と、
　前記熱放射交換チューブから成る前記コイルの前記熱放射交換チューブを支持していて
、上部ベアリング手段および下部ベアリング手段を含む主支持手段と、
　前記主支持手段の前記上部ベアリング手段が結合されている、前記天井に固定された上
部案内手段と、
　前記主支持手段の前記下部ベアリング手段が結合されている、前記基部に固定された下
部支持手段とを含み、
　前記上部ベアリング手段および前記下部ベアリング手段が前記上部案内手段および前記
下部支持手段に、それぞれ結合された結合部は、前記天井に過度の応力を伝えずに、前記
主支持手段（４）の熱膨張が許容されるようになっているコークス製造装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、熱処理すべき熱負荷を加熱するための石油産業で使用する処理炉に係わり、
具体的に云えば、２つの枢支柱を用いたコイル状チューブのための新規な支持装置を具備
する処理炉に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　炉は、周知のディレード・コーキング法（delayed coking process）によるコークス製
造用工業プラントの主装置の１つである。これらユニットにおいて、炉は原料とも呼ばれ
る処理対象物質を加熱するために使用される。
【０００３】
　当初は液状である原料が、コイル状に形成されたチューブの組立体内で加熱される。加
熱中、原料の一部は蒸発し、ある時点を過ぎると、原料の熱分解プロセスが始まる。この
分解の結果、出力時の原料の化学組成は、入力時の化学組成とは異なるものになる。
【０００４】
　分解が制御できなくなるのを防止するために、炉内に原料が留まる時間の長さが制御さ
れる。チューブに沿う温度および熱分布のようなその他の変数も制御される。原料は、炉
を出た後、搬送ラインを通ってコークス・ドラムに送られ、そこで製品の最終処理が行わ
れる。
【０００５】
　専門家の間では「単一加熱炎」タイプと呼ばれる過去に広く使用された炉の設計の際に
は、１つの熱源により加熱される水平チューブが配置されていた。すなわち、バーナーが
チューブの一方側にのみ配置されていた。　
【０００６】
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　単一加熱炎タイプの炉は、外見がプリズム状の熱放射加熱室を含むことを特徴としてい
て、一般的に、熱放射加熱室の２つの壁の近くに配置された２つの水平チューブ・コイル
を備える。熱放射加熱室または熱放射エリアの上には、原料の加熱が始まる対流エリアと
呼ばれるガス収集空間が存在する。
【０００７】
　熱放射エリア内のチューブは、加熱室の下部の中心軸に沿って一列に置かれたバーナー
により加熱される。炉の壁部は、耐熱材によって熱的に絶縁されている。
【０００８】
　炉壁の近くにコイルを配置することにより、チューブ支持体を外に突出させることがで
きる。これらチューブ支持体は、熱放射加熱室の側壁を形成している構造体の部材に固定
できる。通常、１つ～４つのチューブを含む支持体が使用され、これらのチューブは炉の
支柱にボルトで固定される。
【０００９】
　この形式のパイプ機構の配置は、稼動時にいくつかの重大な問題を起こす。これらの問
題が起こるのは、チューブの周囲に沿う熱分布が不均一なためである。何故なら、一方の
側面だけが直接熱源で加熱され、他方の側面は、専門家が「陰」と呼ぶ箇所で壁側を向い
ており、原料の加熱制御が難しいからである。
【００１０】
　コイル内の熱分布が均一でないために、チューブは変形し易く、コークスと呼ばれる固
体の堆積物がチューブ内側に付着しやすくなる。チューブ内の流れのエリアが狭くなるの
で、コークスの堆積物は、チューブ・コイル内の圧力低下を助長する。コークスがチュー
ブ壁から原料への熱移動を妨げるため、チューブ壁の温度が高くなる。
【００１１】
　コークス堆積物の厚さは、時間の経過とともに次第に厚くなり、除去しなければならな
い臨界点がやってくる。この作業はコークス除去と呼ばれる。２つのコークス除去作業の
時間間隔は、耐用年数と呼ばれる。コークス除去作業を行うと生産ができなくなるので、
耐用年数を延ばせばプラントの収益性が増大する。
【００１２】
　炉形式が何であろうとも、炉は、炎および燃焼ガスからの直接の熱放射から保護するた
めに、ケーシング内に配置されているヘッダーを具備する。このケーシングはヘッダー・
ボックスと呼ばれる。必要に応じて、ヘッダーをコイル状チューブの一方の端部または両
方の端部に配置することができる。
【００１３】
　ヘッダーは、コイル状チューブ内を点検およびクリーニングできるようにするためのも
のであり、またコークスを除去することができるようにするためのものである。クリーニ
ングは、圧搾空気または蒸気により、または機械的に行うことができる。何故なら、コイ
ル状チューブの内壁にはいつでもある量のコークスが付着するからである。
【００１４】
　それ故、ある炉の設計が、上記問題を解決するために開発された。この設計は、専門家
が「２重炎加熱」炉と呼ぶ２重加熱を行う管状炉を特徴とする。
【００１５】
　これらの炉においては、コイルの形をしていて、炉の壁部から離して配置されている水
平チューブの相互接続組立体が使用されていて、そのため、チューブを容易にもっと均一
に加熱することができる。加熱するために、パイプ機構を間に挟んだ複数の列のバーナー
が使用される。
【００１６】
　この設計の利点は下記のように強調することができる。
　・チューブの全長および周囲全体の熱分布がよりよくなること。
　・熱放射エリア内の熱の平均が同じである場合、熱放射加熱室内のフィルム温度および
壁部温度が単一加熱炎炉の場合と比較すると低いこと。
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　・熱放射加熱室内でのチューブの熱による変形の傾向が少ないこと。
　・コークスの形成が少なく、そのため耐用年数が延びること。
【００１７】
　この形式の炉の臨界点は、熱放射セクションのコイルからできている水平チューブの支
持装置に関連する。支持体は物理的構成要素により行われ、炉の内部の高温の炎の直接加
熱を受ける炉の耐熱壁部から離して配置される。
【００１８】
　さらに、支持装置のすべての構成要素を確実に物理的および熱的に適当な寸法にするた
めに、特殊な計算方法を使用しなければならない。
【００１９】
　上記加熱装置の特徴は当業者にとって周知のものである。
【００２０】
　米国特許第５０７８８５７号に記載されている炉は、２重加熱が行われるコイル状の水
平チューブが配置されているディレード・コーキング装置で使用するためのものである。
それ故、中間支持体が、中間支持体が垂直に配置されている支柱を含む熱放射エリア内の
水平チューブのために配置されている。
【００２１】
　上記米国特許第５０７８８５７号の支柱３の２８～３３行に記載されているように、チ
ューブは中間支持体により天井から吊り下げられている。コイルおよび中間支持体の重量
は、炉の天井に配置されている構造により支えられているので、側部熱放射壁部を支えて
いるこの構造および残りの構造は、この重量を支えることができるものでなければならな
い。
【００２２】
　前記米国特許第５０７８８５７号の場合、炉のチューブ支持体が懸吊手段であり、加熱
により熱膨張すると出力ノズル（２４）から垂直方向に下方に有意に変位することになる
。この変位のために、ノズルとノズルを接続しなければならないパイプとの相互接続が複
雑なものになる。この配管が、プロセス中に後で使用するプラント方向に原料を送る。
【００２３】
　それ故、この配管は、過度の応力を受けないで、または炉の出力ノズル（２４）のとこ
ろに過度の歪みを起こさないで、これらの変位を吸収することができる十分柔軟なもので
なければならない。
【００２４】
　前記米国特許の炉のもう１つの欠点は、パイプ機構の端部のところの支持体の設計に関
連する。これらの支持体は、スライドさせて一方を他方にセットして、多数のプレートを
配置することにより作られる。各プレートは、コイルの１つまたは２つのチューブを支持
する。
【００２５】
　支持体のこの配置の目的は、それ自身の熱によるサイズの変化を吸収することである。
すなわち熱の変化による支持体／コイル組立体の膨張および収縮を吸収することである。
【００２６】
　支持体の膨張を吸収する相対的な内部プレートの動き、および垂直方向のチューブの動
きとは別に、プレート上に働くサイズの変化による大きな応力を支えた場合、もちろんこ
の設計は脆い。
【００２７】
　長さ向に膨張した場合、チューブは、プレートに対してシフトする。この動きにより、
プレート内の摩擦応力が増大し、それによりプレートが腰折れ状態になる。プレートが腰
折れ状態になると、全装置がダメになる恐れがある。
【００２８】
　米国特許第６２６４７９８号に、チューブが２つの隣接する列に配置されているディレ
ード・コーキング処理に適用される２重炎加熱タイプの炉が記載されている。当業者にと
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っては、この特許に記載されている形式のチューブの配置は、単列炉と比較すると、熱分
布が不均一になることは周知である。
【００２９】
　前記特許の支柱２の４９行に記載のように、このレイアウトの炉は、列が１つの炉と同
じ容量にするには、パイプ機構面積を６．２５％だけ大きくしなければならない。上記特
許の炉のもう１つの欠点は、熱放射エリアが、一対のチューブ列しか含むことができない
ことである。
【００３０】
　米国特許第６１７８９２６号に、チューブが垂直方向の列に配置されている２重炎加熱
炉が記載されている。チューブ支持体は、天井から吊り下がっていて、コイルを含む完全
な組立体として、または別々に置き換えることができる。炉の天井の構造がコイルおよび
中間支持体の重量を支えるので、この構造および側部熱放射壁部を支持する構造の両方は
、さらにこの重量を支えることができなければならない。
【００３１】
　この特許の一連の請求項を読めば分かるように、各熱放射加熱室内には一列のチューブ
しか配置することができない。
【００３２】
　米国特許第６１７８９２６号の炉のチューブは吊り下がっているので、加熱中に起こる
膨張により出力ノズルが下方に垂直方向に有意に変位する。この移動により、ノズルの関
連するパイプ機構への相互接続が複雑になる。
【００３３】
　本発明の出願人のブラジル特許出願第ＰＩ９７０７０９７号に、本出願人は、支持装置
が、支柱の下端部が炉の基部にしっかりと固定されていて、その上端部が上部支持体上に
枢動できるように位置する熱放射加熱室内に、パイプ機構熱放射交換コイルを支持するた
めの支柱を含む炉を記載している。
【００３４】
　この支持装置を使用した場合、同様に、支柱の熱放射交換チューブのコイルの重量の負
担は炉の基部により支えられ、そのため上記炉と比較した場合、その構造特性がかなり弱
い（そのためもっと安価な）炉ができる。
【００３５】
　ＰＩ９７０７０９７号の支持装置の欠点は、熱応力破壊運動量が炉の基部に伝わり、そ
のため基部の構造を補強しなければならないことである。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００３６】
　本発明の主題である炉は、前記問題を解決する新しい支持装置を備えている。
【００３７】
　コイル状チューブ内のコークスの形成を最小限度まで低減し、耐用年数を延ばすには、
ディレード・コーキング法で使用するためのもっと効率的な炉を製造することが望ましい
。
【００３８】
　また、炉の種々の構成要素の膨張を吸収し、それにより温度変化による熱変形を最小限
度に低減するために、高い強度と性能を有する２重加熱の水平コイル状パイプ機構を支え
るための支柱を含む支持装置を備えている炉を提供することが望ましい。この方法により
、原料出力のところのノズルの動きも最小限度に低減される。
【００３９】
　また、熱による曲げモーメントが炉の基部に伝わらないように、炉の基部の上に枢動で
きるように位置している水平方向のコイル状のパイプ機構のための支柱を含む支持装置を
備えている炉を提供することが望ましい。
【００４０】
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　また、天井の構造および側壁部用の支持体構造が、チューブおよび支持手段の重量によ
る影響を全然受けないように、支持手段の熱膨張を吸収することができる頂部のところの
案内の炉の天井から支持され案内される水平方向のコイル状チューブのための支柱を含む
支持装置を備えている炉を提供することが望ましい。
【００４１】
　さらに、工業用プロセスで使用するための両方の側面上に１つまたは複数の水平方向の
コイルおよびバーナーを含むプリズム状の断面を特徴とするもっと効率的な炉を提供する
ことが望ましい。
【００４２】
　本発明は、熱処理される原料を加熱するために石油業界で主として使用される熱応力を
受ける伝導チューブを支持する支持手段を有する処理炉に関する。
【課題を解決するための手段】
【００４３】
　一観点において、本発明は、請求項１に記載された処理炉を含む。別の観点で、本発明
は、請求項１５に記載された支柱を含む。
【００４４】
　第１の実施形態において、本発明は、熱処理される原料を加熱するための２重加熱タイ
プの処理炉を含む。この実施形態は、
　側壁部、天井および基部と、
　加熱される原料が循環する対流室の側壁部に装着されている中間支持体上に位置してい
て、戻り湾曲部および／またはヘッダーによりその端部のところで相互に接続していて、
対流を交換するためのパイプ機構の連続コイルを形成し、原料が対流室内の連続経路を前
後に通過できるようにしている複数の対流交換チューブが内部に配置されている対流室と
、
　熱放射による交換のための複数のチューブが配置されていて、戻り湾曲部および／また
はヘッダーにより、ペアでその端部のところで相互に接続していて、熱放射による交換の
ためのパイプ機構の連続コイルを形成していて、原料が熱放射加熱室内の連続経路を前後
に通過できるようにしている熱放射加熱室と、
　対流交換チューブのコイルの下端部を熱放射交換チューブのコイルの上端部に相互に接
続している柔軟なパイプ部片と、
　対流交換チューブのコイル内の第１の対流交換チューブの端部に接続された入力ノズル
と、
　熱放射交換チューブのコイル内の最後の熱放射交換チューブに接続された出力ノズルと
、
　それぞれが、熱放射交換チューブのコイル内の熱放射交換チューブ、上部ベアリング手
段および下部ベアリング手段を支持するための複数の穴を備える複数の主支持手段と、
　各主支持手段の上部ベアリング手段が接続している天井に装着されている複数の上部案
内手段とを含む。処理炉は、また、基部上に装着されている複数の下部支持手段を備えて
いて、各下部支持手段は、ベアリング用のハウジングを備えていて、各下部ベアリング手
段は、各下部支持手段のベアリング・ハウジング上で枢動する。そのため、主支持体と下
部支持体の間に枢支連結を備える。
【００４５】
　第２の実施形態において、本発明は、熱応力を受ける熱伝導チューブを支持する支柱に
関する。この支柱は、
　縦方向に延びる支持部材と、
　横方向の補強手段と、
　支持手段の上端部に固定されていて、また縦方向に整合していて、上部結合部材の２つ
の端部セクションが、上部ハウジング・ユニット上に位置したままになるように間隔を有
している一対の上部ハウジング・ユニット内に配置されているが、上部結合部材の中央セ
クションが自由に運動でき、そのため任意の上部ベアリング素子上に位置することができ
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る上部結合部材と、
　支持手段の下端部に固定されていて、また縦方向に整合していて、下部結合部材の２つ
の端部セクションが、上部ハウジング・ユニット上に位置したままになるように間隔を有
している下部ハウジング・ユニットの１つ内に配置されているが、下部結合部材の中央セ
クションが自由に運動でき、そのため任意の下部ベアリング素子上に位置することができ
る下部結合部材とを含む。
【００４６】
　以下、添付図を見ながら本発明について説明するが、これは単なる例示である。
【実施例】
【００４７】
　図１は、熱放射加熱室（２）と対流室またはエリア（３）を含む本発明の主題を形成し
ている炉（１）の縦断面図である。
【００４８】
　熱放射加熱室（２）内には、縦方向にほぼ水平に配置されている熱放射交換チューブ（
１０）を支持するための支柱とも呼ばれる複数の支持手段（４）が位置する。このような
支持手段は、本発明の支持装置の一部を形成する。この支持手段（４）は、炉（１）の基
部（１２）上に位置する。
【００４９】
　熱放射交換チューブ（１０）は、戻り湾曲部（２１）および／またはヘッダー（１５）
により、その端部のところでペアで相互に接続していて、加熱される原料が流れる熱放射
交換パイプ機構のコイルと呼ばれる連続チューブを形成する。このようにして、熱放射交
換チューブのコイルにより、原料は熱放射加熱室（２）内の連続経路を前後に流れること
ができる。
【００５０】
　図１には、明瞭化と簡略化のために熱放射交換チューブ（１０）の一部のみを示してい
るが、これらの熱放射交換チューブ（１０）は、通常、炉の使用できる全長内に分布して
いて、すでに説明したように熱放射交換チューブのコイル系を形成してることを理解され
たい。
【００５１】
　炉は、１つまたは複数の熱放射コイルで形成することができる。この場合、別の方法と
しては、熱放射コイルを、図２を見れば分かるように、数列のバーナー（９）と一緒に装
着することもできる。そのため、熱放射交換チューブの各コイルは両側で熱を受けること
ができる。３列以上のバーナー（９）を含んでいる場合でも、チューブが両側で熱を受け
取る炉は２重炎加熱に分類される。
【００５２】
　バーナー（９）は、一般的に数列に配置され、列の数は、熱放射交換チューブ（１０）
のコイルの数に１を加えたものに等しい。図２は、２つの熱放射コイルおよび三列のバー
ナー（９）を有する炉の横断面図であるが、単に例示としてのものに過ぎない。
【００５３】
　ここで、配置する熱放射交換コイル（１０）の数が上記数に限定されないことを指摘し
ておきたい。何故なら、特定のプロジェクトの関数として決められる任意の数のコイルを
使用することができるからである。
【００５４】
　熱放射加熱室（２）の上には、ある場合には、対流交換チューブ（１４）が装着される
プリズム状のものを含む対流室（３）が位置する。対流交換チューブ（１４）は、周知の
技術により、図２に示すように対流室（３）の側壁構造（３３）上に装着されている中間
チューブ支持体（１３）上に位置する。
【００５５】
　対流交換チューブ（１４）は、加熱される原料が流れる対流交換チューブのコイルと呼
ばれる連続チューブを形成するために、周知の技術で戻り湾曲部および／またはヘッダー
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によりその端部のところで相互に接続している。この方法で、対流交換チューブのコイル
により、原料は対流室（３）内の連続経路を前後に流れることができる。
【００５６】
　可撓性パイプ部片（１７）が、対流交換チューブのコイルの下端部を熱放射交換チュー
ブのコイルの上端部に相互に接続している。可撓性チューブ片（１７）が、炉内の温度の
変動による、対流交換チューブ（１４）により形成したコイルによる、または熱放射交換
チューブ（１０）およびその支持手段（４）によるサイズの変化を補償する。
【００５７】
　処理される原料は、対流交換チューブのコイルの第１の対流交換チューブ（１４）の端
部に接続している入力ノズル（１６）を通して炉（１）に入る。このようにして、次に、
原料は対流交換チューブのコイル内を流れることができる。対流交換チューブのコイルの
最後の対流交換チューブ（１４）から出る場合、原料は柔軟なパイプ部片（１７）を通過
し、熱放射交換チューブのコイルの第１の熱放射交換チューブ（１０）に入る。
【００５８】
　それ故、原料は、熱放射交換チューブのコイルに流入し、炉内の処理の終了後に、熱放
射交換チューブのコイルの最後の熱放射交換チューブ（１０）に接続している熱放射加熱
室（２）の下部にある出力ノズル（１８）を通って炉（１）から出る。
【００５９】
　すでに説明したように、熱放射交換チューブ（１０）および対流交換チューブ（１４）
の一方または両方の端部を接合するために、ヘッダー（１５）を使用することができる。
これらのヘッダー（１５）は、チューブの内部点検およびクリーニングを容易にする働き
をする。ヘッダー（１５）は、通常、バーナーの炎（９）および燃焼ガスからの直接の熱
放射から保護されているヘッダー・ボックス（２０）内に装着される。
【００６０】
　図３、図４は、それぞれ支持手段（４）の側面図および正面図である。これらの図面は
、明瞭化と簡略化のために、熱放射交換チューブ（１０）のコイルおよび対流交換チュー
ブ（１４）のコイルを示していない。
【００６１】
　支持手段（４）は、垂直方向に延びる支持部材（２５）および側面補強手段（２６Ａ）
、（２６Ｂ）を含む。これらの部材は、高い物理的強度と熱放射エリア内の高温の影響に
高い耐性を有する材料で作られる。
【００６２】
　支持部材（２５）は、穴（１９）を有し、穴（１９）の側面の軌道面の全接触エリアを
横切るように、熱放射交換チューブ（１０）がこれらの穴（１９）を貫通している。すな
わち、熱放射交換チューブ（１０）は、穴側のところで円筒形セグメントの面積のかなり
の部分を占めている。
【００６３】
　穴（１９）は、熱放射交換チューブ（１０）の外径よりも若干大きい直径を有し、その
ため、穴は、過度の応力を受けることなく、熱放射交換チューブ（１０）およびその支持
手段（４）の熱膨張を吸収することができる。
【００６４】
　それ故、穴（１９）のサイズは、特定の各プロジェクトおよび熱放射交換チューブ（１
０）を製造するために使用する材料、支持手段（４）のために使用した材料、動作温度等
のような炉の建造方法により変化する要因により異なる。
【００６５】
　主支持手段（４）は、それ自身、炉（１）の基部（１２）上に位置する下部支持体（６
）上に位置する。
【００６６】
　図６は、主支持手段（４）と下部支持手段（６）の間の結合エリアの断面図である。
【００６７】
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　支持手段（４）の下端部は、側面補強手段（２６Ａ）、（２６Ｂ）にそれぞれ固定され
ている一対の下部ハウジング（３１Ａ）、（３１Ｂ）を備える。各下部ハウジング（３１
Ａ）、（３１Ｂ）の本体は、細長い本体を含んでいて、ピンのような働きをする下部結合
部材（５）が配置されている円筒形のセグメントを含む。
【００６８】
　下部結合部材（５）は、一方の端部に、フランジに似ている下部継ぎ手構成要素（５Ａ
）を備える。下部結合部材（５）が長軸Ａ－Ａに沿って軸方向に変位するのを防止するた
めに、下部固定部材（２３）（本実施例のアンカー・リング）が、下部結合部材（５）の
他方の端部に固定されている。
【００６９】
　本実施例の場合には、下部結合部材（５）と下部固定部材（２３）との間の接合は、溶
接線（２４）により行われる。しかし、この機能を行うために、例えば、割りピン、ナッ
ト等のような他の適当な固定方法も使用することができる。
【００７０】
　下部ハウジング（３１Ａ）、（３１Ｂ）は、縦方向に整合していて、下部結合部材（５
）の２つの端部セクションが、下部ハウジング（３１Ａ）、（３１Ｂ）上に引き続き位置
するようにその間に間隔を有する。しかし、下部結合部材（５）の中央セクションは自由
のままである。
【００７１】
　下部結合部材（５）の中央セクションは、下部支持手段（６）のベアリング・ハウジン
グ（３２）内に挿入される。それ故、下部ハウジング（３１Ａ）、（３１Ｂ）および下部
結合部材（５）からなる組立体は、支持手段（４）のための下部ベアリング手段を形成し
、下部ベアリング手段は、図６の断面図を見れば分かるように、主支持手段（４）と下部
支持手段（６）の間に枢動リンクを提供するように下部支持手段（６）により枢動する。
【００７２】
　この接続は、支持手段（４）の下端部が、下部結合部材（５）の縦軸Ａ－Ａ上で自由に
回転できるように行われる。このようにして、支持手段（４）および熱放射交換チューブ
（１０）上のすべての重量応力は、下部結合部材（５）に送られ、下部結合部材は、この
応力を下部支持手段（６）に送る。下部支持手段（６）は、炉（１）の基部（１２）に固
定されているので、応力は炉（１）の基部（１２）に伝達される。
【００７３】
　このようにして、熱放射交換チューブのコイルおよび支持手段（４）の全重量は、炉（
１）の基部（１２）を形成している構造部材に伝達される。
【００７４】
　支持手段（４）の上端部は、それぞれ側面補強材（２６Ａ）、（２６Ｂ）に固定されて
いる一対の上部ハウジング（３０Ａ）、（３０Ｂ）を備える。各上部ハウジング（３０Ａ
）、（３０Ｂ）の本体は、下部結合部材（５）に類似の細長い本体を含む上部結合部材（
７）が配置されている円筒形のセグメントを含む。
【００７５】
　上部結合部材（７）の一方の端部は、フランジに似ている上部継ぎ手（７Ａ）を備える
。上部結合部材（７）が、軸Ｂ－Ｂに沿って軸方向に移動するのを防止するために、この
実施例の上部固定部材（２８）、アンカー・リングが上部結合部材（７）の他方の端部に
固定されている。
【００７６】
　この実施形態の場合には、上部結合部材（７）と上部固定部材（２８）の間の接合部は
、溶接線（２９）からできている。しかし、例えば、割りピン、ナット等のようなこの機
能を果たす任意の他の固定方法も使用することができる。
【００７７】
　上部ハウジング（３０Ａ）、（３０Ｂ）は長さ方向で整合していて、上部結合部材（７
）が、上部ハウジング（３０Ａ）、（３０Ｂ）上の両端部に引き続き位置するようにその



(11) JP 4381989 B2 2009.12.9

10

20

30

40

50

間に間隔を有する。しかし、その中央セクションは自由に動ける。
【００７８】
　上部結合部材（７）の自由なこの中央セクションは、図３および図５を見れば分かるよ
うに、上部案内手段（８）により、細長い穴（２７）内に挿入される。それ故、上部ハウ
ジング（３０Ａ）および（３０Ｂ）および上部結合部材（７）からできている組立体は、
図５の断面図を見れば分かるように、支持手段（４）と上部案内手段（８）との間にリン
クができるように、上部案内手段（８）に沿って枢動およびスライドする支持手段（４）
に対する上部ベアリング手段を形成する。
【００７９】
　この結合は、支持手段（４）の上端部が、上部結合部材（７）の軸Ｂ－Ｂを中心にして
自由に回転できるように、また矢印Ｃ－Ｃが示す方向に上部案内（８）により、細長い穴
（２７）に沿って垂直方向に移動できるように形成される。
【００８０】
　支持手段（４）の上端部をこのように回転および直線運動ができるようにすることによ
り、上部案内手段（８）は支持手段（４）の熱膨張を吸収するが、その場合、それ自身の
上部案内手段（８）、支持手段（４）または熱放射交換チューブ（１０）には過度の応力
を与えない。上部案内手段（８）は、任意の適当な周知の固定技術により、炉（１）の天
井（１１）上に装着される。
【００８１】
　このようにして、上部ハウジング（３０Ａ）、（３０Ｂ）および上部結合部材（７）か
らなる組立体は、支持手段（４）に対する上部ベアリング手段を形成する。
【００８２】
　本発明の主題である炉（１）内で熱放射交換チューブのコイルを支持するために配置さ
れている支持手段（４）を使用することにより、熱放射加熱室（２）の下部のところに位
置する出力ノズル（１８）は、炉（１）の動作中事実上動かない。
【００８３】
　支持手段（４）の縦方向の膨張により、熱放射交換チューブのコイルの上部熱放射交換
チューブ（１０）は上方に変位する。この動きおよび熱放射交換チューブ（１０）および
対流交換チューブ（１４）の膨張による動きは、すべて柔軟なパイプ部片（１７）により
吸収される。
【００８４】
　熱放射交換チューブ（１０）の数に制限がないように、支持手段（４）を使用する場合
、炉の高さにも制限はない。またその直径の大きさにも制限はない。炉（１）の基部（１
２）、側壁部（２２）および天井（１１）は、この実施形態の場合には、必要な物理的耐
久性を有する材料から作られ、耐熱材でコーティングされる。
【００８５】
　配置する支持手段（４）の数は、炉（１）の使用できる長さ、および熱放射交換チュー
ブ（１０）の直径により異なる。
【００８６】
　その特殊な構成により、下部支持手段（６）および上部案内手段（８）は、高さの制限
を受けないで、比較的細い寸法の高い強度の支持手段（４）を使用することができ、直線
的に膨張しても、動作中、炉（１）の天井（１１）または基部（１２）上に過度の応力を
かけない。
【００８７】
　主支持手段（４）が下部支持手段（６）上に位置する本発明の支持装置を使用すること
により、負荷のもっと大きな部分をすでに説明したように基部（１２）に伝達することが
できる。
【００８８】
　さらに、下部支持手段（６）上に位置する支持手段（４）からの応力の伝達が、枢動に
より行われるために、炉（１）の基部（１２）に曲げモーメントによる熱応力が伝達され
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ない。それ故、基部構造（１２）を補強する必要がなく、そのため、基部（１２）の構造
の強度を遥かに弱いものにすることができる。
【００８９】
　それ故、上部案内手段（８）は垂直方向の応力を受けず、そのため、その機能は、本質
的に、支持体（４）に対する横方向のベアリングとしての働きをし、また支持手段（４）
の熱膨張を吸収する。そのため、炉（１）の天井（１１）および側壁部（２２）の強度を
低くすることができる。このようにして、これらの部分の構造の補強のための余分な費用
を節約することができる。
【００９０】
　さらに、革新的特徴により、主支持手段（４）、下部支持手段（６）および上部案内手
段（８）は、穴（１９）を貫通している熱放射交換チューブ（１０）からの摩擦による水
平方向の応力にもっと高い耐性を有することができる。
【００９１】
　好適例を見ながら本発明の説明を行なったが。前記好適例は、本発明を制限するものと
見なすべきではない。当業者であれば、本明細書に記載する本発明の基本的コンセプトを
変更することなしに、実行することができる修正および置換をすぐ思い付くだろう。
【００９２】
　例えば、主支持手段（４）をピン（５）、（７）の中央部に装着し、下部支持手段（６
）および上部案内手段（８）をピン（５）、（７）の外側に装着するというように、簡単
な機械的倒置を行うことができる。例えば、細長い穴（２７）を上部案内手段（８）にで
はなく、主支持手段（４）上に設けることもできる。
【００９３】
　また、コークス製造プロセスに使用する炉に関連して本発明を説明してきたが、適用の
タイプは決してこれに限定されない。本発明は、熱交換の際にパイプ機構のための支持装
置が必要な任意のタイプの炉に適用することができる。
【図面の簡単な説明】
【００９４】
【図１】本発明の炉の縦断面図である。
【図２】本発明の炉の横断面図である。
【図３】本発明の炉で使用するパイプ機構支持手段の側面図である。
【図４】本発明の炉で使用するパイプ機構支持手段の正面図である。
【図５】パイプ機構支持手段の上端部の詳細図である。
【図６】パイプ機構支持手段の下端部の詳細図である。
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